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調査の種類

調査対象 調査方法

区内満18歳～79歳までの区民3,000名 郵送とWEBによるアンケート調査

発送数 回収数 回収率

3,000件 1,136件 37.9％

郵送 WEB

666件（58.6％） 470件（41.4％）
調査項目

・あらゆる分野における女性活躍推進
・ワーク・ライフ・バランスの推進
・社会における男女共同参画の推進

調査の目的

『第8次男女共同参画行動計画（仮）』策定の基礎資料とすることを目的とする

・DV・ハラスメントの防止対策
・多様性の尊重と人権
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調査の集計・分析結果と今後の方向性

調査項目 主な集計結果 分析結果 今後の方向性 参照

女性活躍
推進

【女性の理想的な働き方】

「結婚・出産後も女性が仕事を続けるこ
と」に9割弱（87.0％）が肯定的。
「就労継続」は5割強（52.5％）と過半数を
占め、「再就職」は3割台半ば（34.5％）と
なっている。

女性が「結婚後も仕事を継続す
る」「一度離職しても再び仕事を
持つ」ことを理想とする人の合計
は、男性88.7％、女性87.5％と

男女間での意識の差は見られ
ない。

・女性が結婚や出産などにより
やむを得ず離職することがな
いよう、保育施設の充実等の
環境整備を進める必要がある。

・実践的な面接対応等を学べる
再就職支援講座等の利用実
績や満足度等をふまえ、
ハローワークと連携し、内容の
充実を図っていく。

P4

WLBの
推進

【ＷＬＢという言葉の認知度】
4割強（42.4％）
【ＷＬＢ推進の取組みの周知状況】

「周知されている」と感じる人の割合が、
１割台半ば（16.5％）に留まる。

【配偶者/パートナーに不満がある割合】
「言わないと家事・育児をしてくれない」
⇒男性3.0％、女性25.0％
「相手がやってくれるのが当たり前と思っ
ている」⇒男性6.4％、女性28.2％

ＷＬＢという言葉の認知度は、前
回調査の37.9％から4.5ポイント

アップしている。一方で、ＷＬＢ
の取組みは区民に対して十分に
届いているとは言えない。

日常の家事・育児については、
男女間の意識差があり、依然と
して「性別役割分担意識」の傾
向が見られる。

ＷＬＢについて、ＳＮＳによる区
民向けの情報発信を行うほか、
イベントや講座等を通じて、区の
ＷＬＢの取組状況や情報を周知
していく。

「性別役割分担意識」の気づき
となる啓発冊子の作成や、男性
が家族と一緒に参加できるよう、
ファミリー向けの家事・育児講座
を実施していく。

P5・6

社会における
男女共同

参画の推進

【学校教育の場で力を入れるべきこと】

「男女の別なく個性や能力を活かせる指
導の充実」が5割（50.0％）と最多となって
いる。

子どもたちが「学校生活のなか
で無意識に学び取っていく偏見・
思い込み」が、家庭や社会生活
での男女格差にも繋がっていく
ことから、学校教育から意識啓
発をしていく重要性が伺える。

学校教育の場で、アンコンシャ
スバイアスいわゆる無意識の偏
見を生み出さないよう、児童・生
徒だけではなく教育者側への意
識改革を教育委員会と連携しな
がら促していく。

P7
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調査の集計・分析結果と今後の取組み

調査項目 主な集計結果 分析結果 今後の方向性 参照

DV・
ハラスメント
の防止

【ＤＶ・ハラスメントを受けた際の相談先】
被害経験者が「相談できなかった」「相
談しようと思わなかった」と回答した割合
は、約5割（49.8％）を占め、主な理由と
して、「相談しても無駄だと思った」「自
分が我慢すれば何とかなると思った」が、
7割台半ば（75.3％）を超えている。

【DV・ハラスメント防止のために今後充
実すべきこと】
「家庭内でも暴力は犯罪であるという意
識啓発」という回答が、4割台半ば
（44.5％）と最多となっている。

約半数は被害を受けても相談し
ておらず、他人に相談することの
有用性が理解されていなかった
り、相談先を知っていても警察
（認知度約5割）や区の相談機関
（同約3割）にはつながっていない
ことがわかった。

区民は、緊急シェルターの整備
（36.2％）や警察による緊急保護
（36.6％）よりも、意識啓発を重要
視する割合が多く、ＤＶに関する
認識・理解不足を課題と捉えて
いることが伺える。

区等の相談機関の有用性を周
知していく。また、一人で悩みを
抱えている人に届くよう、女性
向けの相談先一覧のＳＮＳ発信
や民間施設へのチラシ設置等、
周知の工夫を行っていく。

男女交際が始まる思春期から
ＤＶへの正しい知識と理解を深
めることが、ＤＶ防止に有効で
あるため、中学・高校へのデー
トＤＶ出前講座を実施していく。

P8・9

多様性の
尊重と人権

【ＬＧＢＴの認知度】

「聞いたことがある」も含めたＬＧＢＴの
認知度は、8割台半ば（85.6％）を占める。

【ＬＧＢＴ当事者が暮らしやすい社会の
実現に必要なこと】

「周囲の人の理解や偏見・差別の解消」
という回答が、6割強（63.3％） と最多と
なっている。

【性的マイノリティ等によりいじめを受け
たり、見聞きした経験】
1割（10.6％）に上り、場面は「学校」が
7割弱（68.3％）を占める。

基礎的知識は普及されている一
方、社会的な理解や包摂の度合
いとのギャップが伺える。

区民は「差別解消」に最も重きを
置くべきと考えており、ソフト面の
アプローチが必要であることが見
える。

いじめの現場の多くが学校であ
ることから、学齢期からの正しい
知識の提供が求められる。

次のステップとして、区民が
LGBTに関しての「人権課題」とし

て一歩踏み込んだ理解を深め
られるよう周知・啓発していく。

差別解消に向け、啓発事業（講
座・イベント等）を展開していく。

学校への出前講座（児童・生徒
向け）をより積極的に実施し、
教育者には教育委員会と連携
しながら研修を展開していく。

P10・11
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女性活躍推進

女性の理想的な働き方について、「結婚し子どもを持
つが、仕事も続ける（就労継続型）」は、5割強
（52.5％）と過半数を占め 「結婚・出産後退職し、再
び仕事を持つ（中断再就職型）」は、3割台半ば
（34.5％）と全体の9割弱（87.0％※）が肯定的な
意見を持っていることがわかる（図1） 。

女性活躍推進のために区に期待することとして、子
育て環境（保育所等）の整備が約6割（59.5％）、
女性の再就職の支援が4割強（43.1％）と上位を
占めている（図2）。

（図1） （図2）

女性が「結婚後も仕事を継続する」あるいは「一度離職しても再び仕事を持つ

ことをできる状況を望んでいる」人は（※全体で87.0％、男性88.7％、女87.5％）

どちらも多く、男女間での意識の差は見られない。
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女性活躍推進

男性は「夫婦で働く方が経済的に安定するから」が最も多く（53.2%）

女性は「仕事を通じて社会やさまざまな人とのつながりを持てるから」
が最も多い（65.3％）。

年代別・性別で見ても「経済的側面で女性の理想的な働き方を考えている男性」と、

「自己実現のために働きたいと考えている女性」の間に、意識の差が見られる
（図3） （図4） 。
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夫婦で働く方が、経済的に安定するから

女性の能力を活用できるから

5
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W L B の 推 進

意味も含めた「ＷＬＢ」という言葉の認知度は、4割
（42.4％）を超え（図5）、前回調査の37.9％から4.5
ポイントアップしている。

一方、取組みの周知状況については、「周知され

ている」と感じる人の割合は1割台半ば（16.5％）
に留まる結果となっており（図6）、区民に対してＷ
ＬＢの取組みが十分に届いているとは言えない。

（図5） （図6）

WLBの取組みについて、企業や区民に向けてＳＮＳによる情報発信や

イベント・講座等を通じた情報発信をしていくことが重要である。
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男性は各年代で「思いどおりでないとすぐ怒る」が最も多く、女
性では30代以下が「言わないと家事・育児をしてくれない」40代
以上が「相手がやってくれるのが当たり前だと思っている」が最
多だった。

W L B の 推 進
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配偶者（またはパートナー)への不満点（性別・年代別） 上位5項目
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事を不満に思う割合が高い。 全体の傾向を見ても同様のポイント差が見られる。

「言わないと家事・育児をしてくれない」 ⇒男性3.0％、女性25.0％

「相手がやってくれるのが当たり前と思っている」⇒男性6.4％、女性28.2％
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W L B の 推 進

全体平均では、６７.３％となっている。

性別・年代別でみると、年齢が高くなるほど【満足している】と

回答した人の男女のポイント差が大きくなる。

役割分担に満足している男性と、それを不満に思う女性の状況から、

性別役割分担意識に差がある状況が伺える(図7）。

男
性

女
性

30代以下 40代 70代以上50代 60代

（図7）

差は49.9差は37.9差は26.7

男性 女性

配偶者（またはパートナー)との役割分担状況の満足度
「どちらかといえば満足している」を含む
【満足している】と回答した人の割合
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社 会 に お け る 男 女 共 同 参 画 の 推 進

学校教育の場で力を入れるべきこととしては、
「男女の別なく個性や能力を活かせる指導の充

実」が、5割（50.0％）と最多となっている（図8）。

子どもたちが「学校生活のなかで無意識に学び
取っていく偏見・思い込み」が、家庭や社会生活で
の男女格差にも繋がっていくことから、男女共同参

画を人権問題の一つとして捉え、学校教育の場
で子どもたちに意識啓発をしていくことが求
められていると思われる。

（図8）
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DV・ハラスメントの防止

被害経験者のうち「相談できなかった」「相談しようと

思わなかった」人の割合は、約5割（49.8％）を占め
（図9）、そのうち、相談できなかった理由として、「相談
しても無駄だと思った」「我慢すれば何とかなると思っ

た」が、7割台半ば（75.3％）となっている（図10）。

n=239人

n=482人

（図10）

（図11）

（図9）

一方で、区の相談機関の認知度が、警察に次いで
約3割（29.5％）である（図11）にも関わらず相談に
つながっていないことがわかった。
ＤＶ被害者が1人で悩みを抱えていることが想定さ

れることから、いかにして区の相談へつなげる
かが課題である。
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DV・ハラスメントの防止

ＤＶ・ハラスメント防止のために特に充実すべ
きこととして、「緊急シェルターの整備」や「警察
による緊急保護」というＤＶ被害者に対する具体

的支援策の拡充よりも、「家庭内でも暴力は
犯罪という意識の啓発」が、4割台半ば
（44.5％）と約10％も多くなっている(図12)。

区民がＤＶを未然に防ぐ予防策を重要視する背

景には「何がＤＶに該当する行為なのかという知

識の欠如、ＤＶに関する認識・理解不足」を課題と

して捉えていることが伺える。

講座やSNS等を活用し、区民向けにDV関連

の啓発をしていくことが求められている。

（図12）
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多様性の人権と尊重

「聞いたことがある」まで加えた「ＬＧＢＴ」という言葉

の認知度は、8割台半ば（85.6％）となっており（図
13）、電通（80.1％）の意識調査結果（※）と比較しても
大差はなく、啓発を推進していくための素地は一定程
度醸成されていると伺える。

（図13）

（図14）

一方で、社会における「不当な差別や偏見」といっ
た「人権問題」としての側面では、意識がまだ高い
とは言えず、「知識」と「意識」の間にギャップが存

在していると思われる。今後も理解促進のため
の周知・啓発が重要である。

※「電通ＬＧＢＴＱ＋調査2020」

当事者が暮らしやすい社会づくりに必要なこととして

「周囲の人の理科や偏見・差別の解消」「社会
制度の見直しや差別の解消（同性婚の法的整
備等）」が過半数を超えている（図14）。

トイレ・更衣室の環境整備等のハード面だけでは

なく、差別・解消に向けたソフト面のアプロー
チが必要であることが浮き彫りになっていること

が見える。
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多様性の人権と尊重

性的マイノリティ等を理由にいじめを受けたり見聞き

した経験について、「ある」と回答した割合が男女
ともに1割を超えるという結果となっており、決して少
なくない割合で存在していることが伺える（図15）。

性的マイノリティ等を理由にいじめを受けたり見聞きした経

験が、「ある」と回答した人のうち7割弱（68.3％）が、「その
現場が学校である」と回答しており、他の選択肢と比較し
て群を抜いている（図16）。

（図15） （図16）

教育現場での啓発が特に急務と考えられる。
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